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超高齢社会や脱炭素社会を迎えた今，持続可能な地域経営を行うためには，マイカーに依存した移動体

系からの脱却が求められる．しかし，地方部の中小自治体の多くは現状のマイカーニーズに捉われ，公共

交通サービスへの十分な公的投資を実施できていない．そこで本研究は，住民の Well-being や賑わいなど

のまちづくりにおける重要な KPI（Key Performance Indicator）と移動手段との関係性を分析した．この

分析に基づき，公共交通を中心としたまちづくりの意義を示し，公共交通への十分な投資への理解を醸成

するため，分析から得られた知見をとりまとめた． 
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1. はじめに 

 

 超高齢社会や脱炭素社会を迎えた今，持続可能な地域

経営を行うためには，マイカーに依存した移動体系から

の脱却が求められる．しかし，地方部の中小自治体の多

くは，移動分担率などの顕在データだけを切り取って，

我が町に公共交通ニーズはないと誤認し，公共交通サー

ビスやその利用促進策への十分な投資を実施できていな

い．公共交通が不便だからマイカーを使わざるを得ない

というニーズを放置して，路線の赤字補填や必要最低限

のサービスを提供するだけではなく，マイカー依存から

の転換を実現するに足る十分な投資へと舵を切るために

は，well-beingや賑わい，福祉や健康といった観点から公

共交通サービスの重要性を周知していく必要がある． 

 そこで本研究は，住民の Well-being やまちの消費拡

大・定住促進に係る複数の KPI（Key Performance Indicator）

を設定し，公共交通を中心としたまちづくりの重要性に

ついて分析した．分析は，住民の移動手段実態をカテゴ

ライズし，カテゴリー間のKPI有意差を計測するもので

あるが，移動手段実態については，選択状況ではなく選

択可能な種類・組合せに焦点を当て，公共交通の潜在的

価値の深掘りを可能とした．これらの分析から，公共交

通を中心としたまちづくりの意義を示し，公共交通への

十分な投資への理解を醸成することを研究の目的とする． 

2. 分析スキーム 

 

 本研究の分析スキームを図-1に示す．分析では，まず，

徒歩・自転車／運転／被送迎／公共交通の 4手段の利用

可否について，問題なく利用できる／負担ありで利用で

きる／利用できないの 3段階で実態を整理する．次に，

利用可能な移動手段の組合せについて，問題なく利用で

きるケースと負担在りで利用できるケースの 2パターン

を整理する．そして，これらのカテゴリー間のKPI有意

差から，まちづくりに係るKPIと移動手段との関係性を

明らかにし，公共交通への公的投資の重要性を示す．以

下，3 章では分析対象とデータについて．4 章では移動

手段に関するカテゴライズ，5 章では分析に用いる KPI

とその仮説，6章ではカテゴリーべtのKPI有意差分析，

7章では研究のまとめについて示す． 
 

 

図-1 分析スキーム 

徒歩・自転車 運転 被送迎 公共交通

▸移動手段の選択可否（４手段×３階層の利用可否）

など全手段利用可能群

▸カテゴライズ（全１６カテゴリー×２パターン）

運転依存群 移動手段喪失群送迎依存群

など余暇外出

▸KPI有意差検定（全２１項目）

域内日常消費 主観的幸福感 生活満足 定住意向
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3. 分析対象とデータ 

 

(1) 分析対象 

 本研究は，北海道網走市を分析対象地域とする．網走

市は，北海道オホーツク地域に位置し，主要官庁の支局

が所在する中核的都市のひとつであるが，表-1に示す通

り，他の地方都市と同様に人口減少・高齢化が進んでい

る．公共交通は，鉄道，路線バス，タクシーが運行して

いる他，新たな公共交通サービスとして，AI デマンド

交通「網走どこでもおでかけ「どこバス」」（以下，ど

こバスと略記）が運行している．本研究では，このどこ

バスの利用実態や効果検証を目的として令和 4年度に実

施された「移動手段と暮らしに関する市民アンケート調

査」のデータを活用する．これは，どこバスの運行エリ

ア（市内中心部）に居住する市民（全年齢層）を調査対

象としており，表-2に示す通り，全 762サンプルの回答

を得ている．本研究では，このうち 65歳以上の回答 440

サンプルを分析に用いて，高齢者の well-being や消費状

況等のKPIと移動手段との関係性を分析する． 

 ここで，網走市並びに高齢者を分析対象とした理由を

述べる．まず，網走市を分析対象地域とした理由は，一

通りの公共交通サービスが提供されている一方で，自家

用車依存度が高く，移動手段カテゴリーの網羅的な形成

が可能と考えたこと，AI デマンド交通が運行している

数少ない地域であることなどが挙げられる．次に，高齢

者を分析対象者とした理由は，通勤や業務等での外出が

少ないため，移動手段による外出の個人差が大きくなる

と予想されること，自らの運転に関する過渡期に差し掛

かっていること，送迎有無によって外出状況の個人差が

大きくなると予想したこと，進学・就職等の移動手段と

は直接関係しない転出が発生しにくいこと，一般的に公

共交通の主たるサービス対象者であることが理由である． 

 

表-1 網走市の人口と高齢化率 

 人口 高齢化率 

昭和 55年(人口ピーク時) 44,777人 7.0% 

令和 2年国勢調査 35,759人 31.5％ 

差異 ▲9,018人 ＋24.5％ 

 

表-2 アンケート調査概要 

調査期間 2022年 10月～11月 

調査対象 

どこバス運行エリアに居住する市民

（2,250世帯を無作為抽出し調査票を2部

ずつ配布：計 4,500部） 

調査方法 郵送配布 ▶ 郵送回収＋WEB回答 

サンプル数 762件（世帯回収率 33.9％） 

高齢者回答数 上記のうち 440件（構成比 57.7%） 

実施主体 公益社団法人北海道観光振興機構 

実施協力 網走市・網走バス株式会社 

(2) 分析対象データの基本情報 

 図-1～図-8 に，本研究における分析対象；網走市の市

街地に居住する 65歳以上の市民の基本情報を示す． 

 性別は女性がやや多く（図-2），年齢は 75歳以上が 6

割弱を占めており，平均年齢は 76.53 歳（図-3）となっ

た．居住地は，潮見，駒場南，つくしヶ丘の順に多く，

これら 3地区で全体の約半数を占めている（図-4）．居

住歴は，30年以上が5割強を占めるが，10年未満の割合

も 1割を超えている（図-5）．世帯構成は，夫婦のみ世

帯が半数近くを占めており，一人暮らし世帯も 1/4 以上

を占める（図-6）．職業は，無職と専業主婦／主夫が 7

割以上を占め，有職者は 2割強となった（図-7）．運転

免許保有者は 6割近く（図-8），スマホ保有者も 6割弱

となった（図-9）．また，免許保有者は男女差がみられ

（男性 81.2%／女性 37.9%），スマホ保有者は世代差が

見られた（前期高齢者 82.5%／後期高齢者 43.1%）． 

 

  
図-2 性別 図-3 年齢 

  
図-4 居住地 図-5 居住歴 

  
図-6 世帯構成 図-7 職業 

  
図-8 免許有無 図-9 スマホ有無 

47.0%52.3%

0.7%

男性 女性 未回答

18.6%

24.5%

22.3%

20.2%

7.7%

6.6%

65-69歳 70-74歳 75-79歳

80-84歳 85-89歳 90-歳以上

23.2%

12.3%

11.8%

47.5%

5.2%

潮見 駒場南 つくしヶ丘

その他 未回答/不明

13.6%

10.0%

18.9%

55.5%

2.0%

10年未満 10～19年 20～29年

30年以上 未回答

27.3
%

48.6
%

20.7
%

3.4%

一人暮らし 夫婦のみ

多世代世帯 その他・未回答

63.6%
10.5%

21.6%

3.2%
1.1%

無職 主婦/主夫 就業者

その他 未回答

55.7%39.3%

5.0%

持っている 持っていない 未回答

59.5%26.1%

13.2%

1.1%

スマホ所有 ガラケー所有

持っていない 未回答
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4. 移動手段に関するカテゴライズ 

 

(1) 移動手段の選択肢及びその選択可否 

 本研究では，高齢者の日常的な利用が想定される「徒

歩・自転車」「運転」「被送迎」「公共交通」の 4つを

移動手段の選択肢として設定する（表-3）．ここで，被

送迎は，同居家族に限らず，近隣にする家族や友人・知

人によるものも含み，公共交通は，路線バス・鉄道・ど

こバスの 3種類を対象とし，非日常的な外出手段となる

都市間バスや空港連絡バス，ほぼ送迎に近く金銭的利用

制約の高いタクシーは今回の対象からは除いた． 

 そしてそれぞれの移動手段の利用においては，バス停

までの移動距離が長いなどの身体的負担，送迎相手に気

軽に頼みにくいなどの心理的な負担を伴うケースも想定

される．そこで利用可否の判定は，レベル 0；その手段

を選択できない，レベル 1；身体的／心理的負担ありで

選択できる，レベル 2；特に負担なく選択できる，の 3

階層に設定した（表-4）（以下レベルをLVと表記）． 

 

表-3 移動手段の選択肢 

徒歩・自転車 外出先まで徒歩・自転車のみで移動 

運 転 自分の運転によるマイカー移動 

被送迎 家族等の運転によるマイカー移動 

公共交通 手助け等なしでのバスや鉄道による移動 

 

表-4 移動手段の選択可能レベル 

利用不可 レベル 0 その手段を選択できない 

利用可能 
レベル 1 身体的/心理的負担ありで選択できる 

レベル 2 特に負担なく選択できる 

 

 

図-10 移動手段の選択可否実態及び実利用状況 

 

表-5 実利用と選択可能割合の比較考察 

 手段間順位 割合間差分 

 実利用 LV1 LV1＋2 
実利用

と LV1  

LV1と LV1+2 

(LV2の数値) 

徒歩・自転車 4位 4位 4位 ▲0.7% 14.7% 

運転 1位 1位 3位 2.4% 3.5% 

被送迎 3位 3位 2位 11.4% 11.2% 

公共交通 2位 2位 1位 10.5% 22.8% 

(2) 移動手段実態（選択可否及び実利用状況） 

 前節で示した移動手段及びその選択可否に関する条件

設定に基づいて，分析対象における移動手段の選択状況

並びに実利用状況を分析した結果を図-10 に示す．また，

図-10 に関する考察数値として，実利用／LV1／LV1＋2

における手段間順位，手段内の割合間差分を表-6に示す． 

 図-10 及び表-6 に基づいて，各移動手段の特徴的な点

について考察を示す．まず，「徒歩・自転車」はいずれ

の順位も低く，LV1とLV1+2の差分も大きい．これは網

走市は市街地であっても高齢者にとって必ずしも合着い

て暮らせる環境となっていないことを示唆している．次

に，「運転」はいずれの順位も高く，いずれの差分も小

さい．これは運転が高齢者にとって負担を感じにくく，

選択しやすい手段であり，実際に主たる移動手段となっ

ていることを示している．「被送迎」はLV1+2の割合こ

そ 50%を超えているが，いずれの差分も大きい．これは，

被送迎は選択可能ではあるものの，送迎を頼むことへの

心理的負担から実際には選ばれにくい手段となっている

ことを示している．そして「公共交通」はLV1+2の割合

が最も高くほぼ 7割となっているが，いずれの差分も大

きい．これは，公共交通が物理的には利用可能であるも

のの，その利用における負担が非常に大きく，実利用に

結びついていない状況を示している． 

 以上のように，前項の条件設定により，それぞれの移

動手段について，実利用の有無だけではなく，選択が可

能であるか否か，可能ならば負担を伴うかどうかを可視

化することにより，移動手段選択状況やその課題に関す

る深掘りが可能となった． 

 ここで各移動手段の実利用状況については，一般的に

広く用いられる「分担率」とは異なる数値であることに

留意が必要となる． 

 

(3) 選択可能な移動手段の組合せ（カテゴライズ） 

 前節では，4 つの移動手段それぞれにおける実利用割

合及び 3階層の選択可能割合について示した．ここでは，

単一の移動手段ではなく，選択可能な移動手段の組合せ

に着目したカテゴライズについて示す．これは，竹口・

鈴木 1) によって提案された分析スキームであり，例えば

「運転を選択している」と「運転しか選択できない」と

いう移動者の背景に着目することで，利用手段の違いだ

けでは明らかにできなかった QOL の差異を可視化でき

るスキームとなっている．本研究では，このスキームに

倣い，移動手段の選択可否状況について，16 通りのカ

テゴライズを行った（2の 4乗）．ここで，本研究では

選択可否判定を 3階層としていることから（選択可能は

2段階），上記の 16通りのカテゴライズについて，LV1

のみを選択可とする場合と，LV2を含む場合の 2パター

ンでカテゴライズを行った．結果を表-6に示す． 

31.2% 48.1% 31.6% 36.5%
30.5% 50.5% 43.0% 47.0%

45.1% 54.0% 54.2% 69.8%

0.0%

25.0%

50.0%

75.0%

100.0%

徒歩・自転車 運転 被送迎 公共交通

実利用 レベル2 レベル1＋2

・レベル1：身体的/心理的負担ありで利用できる
・レベル2：特に負担なく利用できる
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表-6 選択可能な移動手段の組合せ 

 

移動手段選択肢 

（〇：選択可） 選
択
で
き
る
手
段
数 

ｎ
（
Ｌ
Ｖ
１
の
み
） 

ｎ
（
Ｌ
Ｖ
２
を
含
む
） 

カテゴリー名称 
徒
歩 

運
転 

送
迎 

公
共
交
通 

a 〇 〇 〇 〇 4 51 93 全手段利用可能群 

b 〇 〇 〇  3 20 5 公共交通以外利用可能群 

c 〇 〇  〇 3 7 12 送迎以外利用可能群 

d 〇  〇 〇 3 11 32 運転以外利用可能群 

e  〇 〇 〇 3 32 37 徒歩以外利用可能群 

f 〇 〇   2 7 4 徒歩＆運転群 

g 〇  〇  2 1 2 徒歩＆送迎群 

h 〇   〇 2 25 39 徒歩＆公共交通群 

i  〇 〇  2 32 11 運転＆送迎群 

j  〇  〇 2 4 8 運転＆公共交通群 

k   〇 〇 2 18 34 送迎＆公共交通群 

l 〇    1 9 7 徒歩依存群 

m  〇   1 64 62 運転依存群 

n   〇  1 20 19 送迎依存群 

o    〇 1 54 45 公共交通依存群 

p     0 75 20 移動手段喪失群 

 

 表-6に基づいて，選択可能な移動手段の状況に関する

考察を示す．まず，LV1（特に負担なく選択できる）の

みを対象とした組合せにおいては，いずれの手段も選択

できない移動手段喪失群（n=75・17.4%），運転しか選

択できない運転依存群（n=64・14.9%），公共交通しか

選択できない公共交通依存群（n=51・12.6%），全ての

移動手段を選択できる全手段利用可能群（n=51・11.9%）

の順に多いことがわかる．一方で，LV2（身体的／心理

的負担ありで利用できる）を含む組合せにおいては，全

手段利用可能群（n=93・21.6%）が最も多くなり，カテ

ゴリー分布に大きな差が生まれることが分かった． 

 この結果は，網走市の市街地に居住する高齢者の一定

数が，身体的または心理的負担のもとで移動手段選択を

行っていること，運転や公共交通のいずれか 1手段に依

存した移動を行っていることを示唆している．さらに，

LV2の組合せにおいても公共交通依存群が 10%を超えて

おり，公共交通サービスの持続性が確保できなければこ

の 10%も移動手段喪失群となり，身体的または心理的負

担を抱えてもなお移動手段を持たない状況へと陥り，そ

の場合の移動手段喪失群の割合は，15.1%で 2 番目に多

いカテゴリーとなる． 

5. 分析に用いるKPIとその仮説 

 

 4 章では，高齢者の移動手段選択可否の状況について

示した．5 章では，移動手段状況とまちづくりに関する

指標との関係性に関する分析に用いる目的変数（KPI）

について示す．ここでは分析における6つの観点と22の

KPIを設定した．表-7にその内容を示す． 

 

表-7 観点及びKPI一覧 

 観点 KPI 説明 

01 

A 

外出状況 

巣籠日数 
1 か月のうち全く外出しなか

った日数 

02 我慢日数 
1 か月のうち移動手段がない

ために外出を我慢した日数 

03 余暇外出 
交友活動・外食・娯楽を目的

とした外出日数の合計 

04 

B 

地域消費 

域内日常消費 
食料品や日用品の購入におい

て市内店舗を利用する割合 

05 域内特別消費 
衣料品や買回り品の購入にお

いて市内店舗を利用する割合 

06 域内娯楽消費 
交友活動・外食・娯楽におい

て市内を活動地とする割合 

07 

C 

人間関係 

同居家族 
同居家族と良好な関係を築い

ているか 

08 職場関係 
職場の同僚等と良好な関係を

築いているか 

09 友人知人 友人等とよく交流しているか 

10 サードプレイス 
家庭や職場以外に大切にして

いる場所があるか 

11 

D 

健康状態 

徒歩意識 
日頃からよく歩くようにして

いるか 

12 運動意識 
日頃から運動やスポーツをよ

くしているか 

13 主観的健康感 自分は健康な方だと思うか 

14 

E 

満足状況 

生活満足 
今の生活全般に満足している

か 

15 買物環境 
市内の買物環境に満足してい

るか 

16 医療環境 
市内の医療環境に満足してい

るか 

17 娯楽環境 
市内の娯楽環境に満足してい

るか 

18 主観的幸福感 自分は幸せだと感じるか 

19 

F 

定住転出 

愛着度 網走市に愛着を感じるか 

20 定住意向 
これからも網走市に住み続け

たいと思うか 

21 転出回避α 

人生の転機（退職／要介護

等）を迎えたら，網走市から

転出せざるを得ないと思うか 

22 転出回避β 

移動手段（バス/鉄道/運転/

送迎等）が無くなったら，網

走市から転出せざるを得ない

と思うか 
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 表-7に示した分析の観点及びKPIについて，まちづく

りとの係りと移動手段との関係性に関する仮説を示す． 

 「A_外出状況」は，まちの賑わいや高齢者本人の健

康・生きがいに係る観点であり，地域経営において重要

な指標といえる．特に 02_我慢日数は，移動手段の脆弱

性によって日数増加が想定されるKPIといえる．「B_地

域消費」は，まちの賑わいや経済活性に関わる観点であ

り，マイカー依存による域外への消費流出によって数値

減少が想定されるKPIといえる．「C_人間関係」は，ソ

ーシャルキャピタルに係る観点であり，移動手段の脆弱

性に伴う交流頻度の低下によって，関係性悪化が想定さ

れるKPIといえる．また関係性が悪い場合には，被送迎

の手段選択において心理的負担が発生することも想定さ

れる．「D_健康状態」は，住民の健全な生活やまちの

社会保障費・医療費に係る観点であり，マイカー依存に

よる体力低下との関係性が高いKPIといえる．「E_満足

状況」は，まちでの生活や各種サービスへの満足度に関

する観点であり，移動手段の脆弱性によってサービスを

十分に享受できない場合，満足度低下が想定される KPI

といえる．「F_定住転出」は，定住に対する意向や状況

を示す観点であり，移動手段の脆弱性により生活がまま

ならなくなったり，転出を余儀なくされたりという状況

は，地域経営そのものに係ることが想定される． 

 本研究では，以上の理由・仮説に基づいて，本研究で

は表-7に示した 22の KPIを移動手段カテゴリー間での

有意差分析の目的変数として活用する． 

 

 

6. カテゴリー別のKPI有意差分析 

 

(1) カテゴリー設定と分析手法 

a) 分析対象カテゴリーの整理 

 カテゴリー別のKPI有意差の分析では，公共交通への

投資の重要性を明らかにすることを目的としている．そ

こで，表-6に示したカテゴリーについて，いずれかの手

段に依存しているかどうか，公共交通を利用できるかど

うかに焦点を当てるため，分析カテゴリーの一部を合成

して分析を行う．表-8に分析対象カテゴリーを示す． 

 

表-8 有意差検定に用いるカテゴリー 

分析カテゴリー 包含するカテゴリー 

全手段利用可能群 表-6のカテゴリーのまま 

▸公共交通含む複数手段群 表-6の c,d,e,h,j,k 

▸公共交通含まない複数手段群 表-6の b,f,g,i 

徒歩依存群 表-6のカテゴリーのまま 

運転依存群 表-6のカテゴリーのまま 

送迎依存群 表-6のカテゴリーのまま 

公共交通依存群 表-6のカテゴリーのまま 

移動手段喪失群 表-6のカテゴリーのまま 

b) 分析手法 

 カテゴリー間のKPI有意差の分析には，一元配置分散

分析・多重比較（テューキークレーマー）を用いた．こ

れは，群間において有意差が発生しているかを判定した

後，各カテゴリー間の有意差を分析する手法である． 

 

(2) 各KPIにおける群間の有意差（分散分析） 

a) 分散分析結果一覧 

 ここでは，表-7に示した 22の KPIについて，表-8に

示した 8つの群間での有意差を分散分析で検定した．ま

た分析は LV1のみを選択可とする場合と，LV2を含む場

合の 2パターン行っている．表-9に分析結果の一覧を示

し，次項より表-9に基づく考察を示す． 

 

表-9 各KPIにおけるカテゴリー間の有意差有無 

分散分析 
LV1のみを選択

可とする場合 
LV2を含む場合 

KPI 判定 P値 判定 P値 

01_巣籠日数 1%有意 0.000 1%有意 0.000 

02_我慢日数 1%有意 0.002 1%有意 0.001 

03_余暇外出 1%有意 0.000 1%有意 0.003 

04_域内日常消費 n.s. 0.123 10%以内 0.053 

05_域内特別消費 n.s. 0.480 1%有意 0.000 

06_域内娯楽消費 n.s. 0.294 1%有意 0.001 

07_同居家族 1%有意 0.000 1%有意 0.000 

08_職場関係 1%有意 0.010 1%有意 0.000 

09_友人知人 1%有意 0.002 10%以内 0.051 

10_サードプレイス 5%有意 0.011 n.s. 0.711 

11_徒歩意識 1%有意 0.000 5%有意 0.022 

12_運動意識 1%有意 0.000 1%有意 0.000 

13_主観的健康感 1%有意 0.000 1%有意 0.002 

14_生活満足 1%有意 0.000 5%有意 0.013 

15_買物環境 5%有意 0.014 n.s. 0.148 

16_医療環境 5%有意 0.032 n.s. 0.366 

17_娯楽環境 5%有意 0.026 n.s. 0.236 

18_主観的幸福感 1%有意 0.000 5%有意 0.013 

19_愛着度 n.s. 0.239 10%以内 0.099 

20_定住意向 n.s. 0.277 n.s. 0.112 

21_転出回避α n.s. 0.450 n.s. 0.788 

22_転出回避β n.s. 0.638 n.s. 0.919 

※n.s.：P値が 0.1以上で有意差なし 
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b) 外出状況に関する考察 

 外出状況に係る 3つの KPIは，LV1のみの場合／LV2

を含む場合の双方において，全て 1%の精度で有意差が

あると判定された．これは，選択可能な移動手段の組合

せによって，外出状況に差が生まれることを定量的に証

明したといえる．特に，交友活動・外食・娯楽といった

不要不急の外出についても有意差ありとの結果になった

ことは，外出促進や地域経済活性化，生きがい創出とい

った面においても，移動手段の脆弱性改善の重要度は高

いといえる．またLV1のみを対象とした分析は，負担を

伴えば選択できるという回答者を「利用不可」としてい

るものであり，その状況に置いても有意差が生まれたこ

とは，負担を感じる場合は外出を敬遠している状況を示

唆している．今後，公共交通改善等の移動支援策を講じ

る場合には，我慢や負担が発生しないような十分なサー

ビス構築が求められる。 

c) 地域消費に関する考察 

 地域消費に関する 3つのKPIは，LV1のみの場合はい

ずれも有意差はなかったが，LV2 を含む場合では，04_

域内日常消費は P 値が 10%未満となり，05_域内特別消

費と06_域内娯楽消費は1%の精度で有意差ありとなった．

これは，移動手段の組合せが，消費活動の場所に影響を

与える可能性を示唆している．図-11，図-12にLV2を含

む場合の 05_域内特別消費と 06_域内娯楽消費のカテゴ

リー数値を示す．図-11，図-12より，域内での消費割合 

 

 

図-11 域内特別消費のカテゴリー別数値（%） 

 

 
図-12 域内娯楽消費のカテゴリー別数値（%） 

 

が多いカテゴリーとして，「公共交通を含む複数手段群」

「全手段利用可能群」が上位に入っている．このことか

ら，公共交通を含む複数手段が利用できることは消費の

域外流出を抑制する可能性を持つことが類推される． 

d) 人間関係に関する考察 

 人間関係に関する 4 つの KPI のうち，07_同居家族，

08_職場関係は，LV1 のみの場合／LV2 を含む場合の双

方において 1%有意となった．また LV1のみの場合では，

09_友人知人，10_サードプレイスに関しても有意となっ

た．図-13，図-14にLV1のみの場合の07_同居家族と09_

友人知人のカテゴリー数値を示す（数値は 5段階評価で

1 を良好・5 を不良としており，数値が低いほどよい関

係が築けている）．07_同居家族／09_友人関係ともに，

上位 2位は，「全手段利用可能群」「公共交通含む複数

群」となっており，複数手段を持つことや公共交通を使

える状況であることが同居家族や友人知人との良好な関

係維持と関係性があることが窺える．反対に，「移動手

段喪失群」は，07_同居家族／09_友人関係ともに低い数

値をなっており，移動手段を持たないことが人間関係の

維持構築に悪影響を与える可能性が推察される．また，

09_友人関係においては，「移動手段喪失群」よりも

「送迎依存群」が低い数値となっている．推察の域を出

ないが，これは友人・知人との遊びのために家族に送迎

を頼むことを申し訳なく感じ，友人と会う機会をあまり

構築できていないことが要因であると推察される． 

 

 

図-13 同居家族のカテゴリー数値 

 

 

図-14 友人関係のカテゴリー別数値（%） 
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e) 健康状態に関する考察 

 健康状態に係る 3つの KPIは，LV1のみの場合／LV2

を含む場合の双方において，全て1%または5%の精度で

有意差があると判定された．図-15，図-16，図-17にLV1

のみの場合の 11_徒歩意識，12_運動意識，13_主観的幸

福感のカテゴリー別数値を示す（数値は 5段階評価で 1

を良好・5 を不良としており，数値が低いほど健康感が

高い状態となる）．図-15，図-16，図-17 より，「徒歩

依存群」「全手段利用可能群」「公共交通含む複数群」

が概ね上位に入っていることがわかる（運動意識のみ 1

位が運転依存群）．反対に，「送迎依存群」「移動手段

喪失群」はいずれも下位であり，これらの結果から移動

手段の状況は運動習慣や健康感に影響する可能性が示唆

された．「運転依存群」の運動意識 1位については，移

動中の運動ではなく，移動先でのスポーツ等で運動して

いることが想定される． 
 

 

図-15 徒歩意識のカテゴリー別数値（%） 

 

 

図-16 運動意識のカテゴリー別数値（%） 

 

 

図-17 主観的健康感のカテゴリー別数値（%） 

f) 満足状況に関する考察 

 満足状況に係る 5つのKPIは，LV1のみの場合でいず

れも1%または5%の精度で有意差があると判定された．

また，14_生活満足と 18_主観的幸福感については，LV2

を含む場合でも 5%有意となっている．図-18，図-19 に

LV1のみの場合の14_生活満足と18_主観的幸福感のカテ

ゴリー数値を示す（数値は 5段階評価で 1を良好・5を

不良としており，数値が低いほど満足感または幸福感高

い状態となる）．図-18，図-19より，「全手段利用可能

群」「公共交通含む複数群」が上位となった．これは公

共交通を含む複数の手段を有していることが，生活満足

度や幸福感向上に影響する可能性を示している．一方で，

「送迎依存群」「徒歩依存群」「移動手段喪失群」は

14_生活満足と18_主観的幸福感の双方において下位とな

っており，移動手段が限定されている，または喪失した

状態となっていることは，満足感や幸福感に悪影響を与

えている可能性が示唆された．また，15_買物環境・16_

医療環境・17_娯楽環境についても有意差が現れたこと

は，仮説において示したとおり，サービスへのアクセス

性が悪いために十分にサービスを享受できていない状況

が発生していることを示していると考えられる．特に，

15_買物環境・16_医療環境については，「徒歩依存群」

の数値が上位に入っており，公共交通等の移動サービス

強化だけではなく，歩いて暮らせるコンパクトなまちづ

くりを進めていくことが重要であると考えられる． 

 

 

 
図-18 生活満足のカテゴリー別数値（%） 

 

 

図-19 主観的幸福感のカテゴリー別数値（%） 
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g) 定住転出に関する考察 

 定住転出に関する 4 つの KPI は，LV1 のみの場合／

LV2を含む場合のいずれにおいても，有意差はなかった．

一方で，LV2を含む場合においては，19_愛着度や 20_定

住意向について，P値がそれぞれ0.099，0.112と比較的低

い値となっている．このことから，移動手段の状況また

はその背景となる条件が愛着度や定住意向に影響し得る

可能性が推察される．この点については，より精緻な分

析を継続することが求められる． 

 

 

7. 研究のまとめ 

 

 本研究では，公共交通を中心としたまちづくりの意義

を示し，公共交通への十分な投資への理解を醸成するこ

とを目的として，公共交通等の移動手段とまちづくりに

関する 22のKPIとの関係性について分析した． 

 その結果，外出状況，地域消費，人間関係，健康状態，

生活満足度，幸福感などのKPIについて，移動手段の状

況が影響している可能性が示唆された．特に，複数の移

動手段を持っていることや，公共交通を利用できること

がそれらのKPI数値をポジティブにしていくことが推察

されてことは，まちづくり全体を考える上で，公共交通

への投資が重要なファクターになることを示している． 

 研究の課題としては，有意差分析に関する十分な考

察・検証ができていないこと，カテゴリーのバックデー

タの検証ができていないことなど分析上の深堀ができて

いない点の他，他の都市において同様の結果が成り立つ

か，回答者の居住地におけるサービスレベルとの関係性

分析など，多岐にわたる． 
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